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消費税廃止各界連の加盟団体の税経新人会全国協議会は5月24日、「消費税等の増税法案」について、「消費税の増税に反対する意見書」を発表し、各政党と各税理士会に送付しました。
  「意見書」は、①消費税の持つ制度上の不公平、②消費税の増税は国民の望む景気の回復に逆行する、③消費税の増税は震災復興の妨げになる、④｢社会保障制度の改革｣の中で進む社会保障の切り捨て、⑤税財政のあり方についての考え（応能負担原則に基づく直接税中心の税体系、税は国民の生活基盤安定のために使われるのが基本）の5つに整理されています。そして、「私たち税経新人会は、憲法に基づいた豊かな社会づくりを基本として活動している立場から、消費税の増税は先に述べたような深刻な問題点があり、とても容認することはできない。13.5兆円に上る消費税の大増税に断固反対する。」と述べています。（別紙資料参照）
日本共産党「提言」に各界から期待。
日本共産党は、２月に発表した「社会保障の拡充と財政再建のための提言」をもとに、広範な団体や個人との訪問・懇談や、「経済懇談会」をおこなっています。
被災地でおこなった「復興と大増税を考える市民懇談会」では、ＪＡ組合長、商工会議所事務局長、森林組合、魚市場やその地域最大の建設会社の社長、町内会長など幅広い人々など２００人近くが参加。「１０％になったら義援金も支援金も消えてしまう」（主婦）、「中小業者にとって死活問題。復興の灯を吹き消す。何をすればやめさせられるか」（業者）との切実な声が出されました。ＪＡ組合長は、「非常に勉強させてもらった」と述べた上で、「ＴＰＰは大問題で、民主党は二枚舌だ。日米安保条約に縛られている。軍事費も日米安保のせいだ」と発言。魚市場の社長も、「これだけ格差が広がっているもとで消費税の増税は大問題。お金本位の社会ではなくて、絆の社会をつくるべき。（共産党の主張への）一般の賛同者を増やしてほしい」と話していました。
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このニュースは県各界連および加盟団体へ送っています。各界連ホームページにアップされています。











特別委員会の審議予定と国会要請行動は以下の通り。ご参加をお願いします!!


国会要請行動では特別委員を中心に要請します。委員会傍聴も非常に重要です。


2９日(火)　16時20分～20分間　塩川哲也議員（年金と税）


各界連の行動：12時～　衆院第一議員会館1階 第6面談室


30日(水）14時～60分　高橋千鶴子議員（年金と税）


各界連の行動12時～　衆院第一議員会館地下1階 第2会議室


31日（木）


各界連の行動12時～　衆院第一議員会館1階 第4面談室


6月1日(金)　13時～75分　佐々木憲昭議員（税制）


各界連の行動12時～　衆院第一議員会館1階　第４面談室


＊傍聴希望の方は、11時までに全商連へご連絡ください。（名前と職業）















































































































































